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事業認定等に関する適期申請等について

土地収用制度に関しては 昭和６３年６月１５日臨時行政改革推進審議会の 地、 「
」 「 」価等土地対策に関する答申 及び同年６月２８日閣議決定の 総合土地対策要綱

を踏まえ、その積極的活用を図るため 「事業認定等に関する適期申請のルール、
化について （平成元年７月１４日付け建設省経整発第５３号、建設省河総発第」
１８２号及び建設省道一発第３０号建設省建設経済局長、河川局長及び道路局長
通達。以下「元年通達」という ）により、事業認定等に関する適期申請のルー。
ル（以下「適期申請ルール」という ）を定め、その実施に努めてきたところで。

ある。
ところで、今般、平成１４年１２月１２日総合規制改革会議の「規制改革の推
進に関する第２次答申」において、事業の進行管理の適正化の観点から、当面の
措置として、都市計画事業も含め、事業認定等に関する適期申請のルールについ

て事業主体及び住民に周知がなされるようにするとともに、事業の進行管理に関
する説明責任を果たさせる観点から一定の情報を公表すべきことが指摘され、平
成１５年３月２８日閣議決定された「規制改革推進３か年計画（再改定 」にお）
いて、同答申の指摘に沿って措置を講ずることとされたところである。
これを踏まえ、国土交通省の直轄の公共事業について、適期申請ルールの徹底

を図るよう努められたい。さらに、都市計画事業への適期申請ルールの適用、事
業の進行管理に関する説明責任の観点からの情報の公表などについて、元年通達
の内容に加えることとし、同通達を下記の通り全面改定したので、遺漏のないよ



う取り扱われたい。
なお、元年通達については、本通達の発出日をもって廃止する。

記

１ 事業認定の申請時期について
事業認定の申請は、当該事業の完成期限等を見込んだ適切な時期に行うこと
とし、原則として、一の事業認定申請単位における用地取得率が８０パーセン
ト（土地所有者・関係人数全体に対する契約済の土地所有者・関係人数の割合

をいう。以下同じ ）となった時、又は用地幅杭の打設（同申請単位における。
打設の終了時をいう。以下同じ ）から３年を経た時のいずれか早い時期を経。
過した時までに、収用手続に移行するものとする。ただし、ダム建設事業等大
規模な事業又は特別な事情がある事業については、これによらないことができ
るものとする。

また、事業認定の申請に関する事務をはじめ土地収用制度の活用に当たって
は、計画担当、事業実施担当及び用地担当の各部局相互間の協力関係が不可欠
であることに留意し、事業の計画段階から十分な連絡調整を行うとともに、外
部委託の活用等により円滑な事務処理が図られるよう配慮すること。

２ 裁決申請等の時期について
裁決申請及び明渡し裁決の申立てについては、事業認定の告示（手続保留の
申立てを行った場合は手続開始の告示）の後速やかに行うものとする。この場
合において、裁決申請及び明渡し裁決の申立ては原則として同時に行うものと

する。
また、都市計画事業承認を受けた事業における裁決申請及び明渡し裁決の申
立てについては、事業承認後、当該事業の完成期限等を見込んだ適切な時期に
行うこととし、原則として、事業承認区間（区域）における用地取得率が８０

パーセントとなった時、又は用地幅杭の打設から３年を経た時のいずれか早い
時期を経過した時までに、その準備に着手するものとする。ただし、大規模な
事業又は特別な事情がある事業については、これによらないことができるもの
とする。

３ 情報の公表等
事業の進行管理の適正化を図る観点から、ホームページを活用して、用地取
得の進捗状況、事業の見通し、事業期間延長の場合の理由や対応策等を公表す
るものとする（大規模な事業又は特別な事情がある事業も対象とする 。。）

なお、当該情報の公表に当たっては、計画担当、事業実施担当及び用地担当
の各部局相互間の協力関係が不可欠であることに留意し、十分な連絡調整を行
うことにより、適切な情報が公表されるよう配慮すること。
また、適期申請ルールについては、現場の職員に周知徹底するとともに、ホ
ームページやパンフレットを活用する等により、住民にその趣旨を十分理解さ

れるよう努めること。




